
平成17年3月期　個別財務諸表の概要
平成17年5月20日

上場会社名 ニチレキ株式会社 　 上場取引所 東　大

コード番号 5011 　 本社所在都道府県 東京都
　

(URL　http://www.nichireki.co.jp) 　 　 　
　
代　 表 　者 役職名　代表取締役社長 氏名　菱　山　貴　史

問合せ責任者 役職名　取締役管理本部副本部長 氏名　高　橋　保　守

　 　 TEL　(03)3265－1511　　
　
決算取締役会開催日 平成17年5月20日 中間配当制度の有無 無

配当支払開始予定日 平成17年6月30日 　 　
　
定時株主総会開催日 平成17年6月29日 単元株制度採用の有無 有(１単元1,000株)

　

1. 17年3月期の業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日）

(1) 経営成績 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

　17年3月期 19,567 (△11.1) △151 (  ―  ) △41 (  ―  )

　16年3月期 22,007 (△10.9) 116 (△90.2) 315 (△75.5)

　

　 当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

　 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

　17年3月期 78 （△29.8) 2 50 ― ― 0.4 △0.1 △0.2

　16年3月期 111 (△76.2) 2 73 ― ― 0.5 1.0 1.4
　
(注) ① 期中平均株式数 　17年3月期 31,309,363株 　16年3月期 31,626,122株

　 ② 会計処理の方法の変更 有 　 　 　
　
　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前年増減率

　
(2) 配当状況

　
　 　 １株当たり年間配当金 配当金総額

（年  間）
配当性向

株主資本
配当率　 中間 期末

　 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

　17年3月期 10.00 ―   ― 10.00 305 400.0 1.4
　16年3月期 12.00 ―   ― 12.00 379 439.6 1.7

　
　 　
　
(3) 財政状態　　　　　　　　　　　　　　　 (注)　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

　 百万円 百万円 ％ 円 銭

　17年3月期 31,129 21,235 68.2 694 79

　16年3月期 31,723 21,850 68.9 691 06
　
(注) ① 期末発行済株式数 　17年3月期 30,564,114株 　16年3月期 31,618,235株

　 ② 期末自己株式数 　17年3月期 1,121,841株 　16年3月期 67,720株

　

2. 18年3月期の業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末 　

　 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 7,350 △520 △400 ― ― ― ― ― ―

通  期 20,000 300 150 ― ― 5 00 5 00

(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）　4円91銭
※　上記の予想は、当社が現時点で把握可能な情報から判断する一定の前提に基づいた見込みであり、実際の
　　業績は今後様々な要因によっては、当社の見込みと異なるかもしれないことをご承知おき下さい。
　　なお、上記の業績予想に関する事項は添付資料の9ページ(3)「来期の見通し」を参照して下さい。　
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6. 財務諸表等

財務諸表

① 貸借対照表

　

　 　
前事業年度

(平成16年３月31日)

当事業年度

(平成17年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金預金 　 　 4,629 　 　 4,258 　 　 △370

　２　受取手形 ※３ 　 3,129 　 　 3,056 　 　 △73

　３　売掛金 ※３ 　 7,070 　 　 5,711 　 　 △1,358

　４　工事未収入金 　 　 1,156 　 　 985 　 　 △171

　５　有価証券 　 　 56 　 　 15 　 　 △40

　６　商品 　 　 133 　 　 116 　 　 △17

　７　製品 　 　 261 　 　 286 　 　 24

　８　原材料 　 　 344 　 　 367 　 　 22

　９　未成工事支出金 　 　 7 　 　 51 　 　 44

　10　繰延税金資産 　 　 210 　 　 165 　 　 △44

　11　短期貸付金 ※３ 　 622 　 　 622 　 　 △0

　12　その他 　 　 90 　 　 596 　 　 506

　13　貸倒引当金 　 　 △61 　 　 △81 　 　 △19

　　　流動資産合計 　 　 17,651 55.6 　 16,154 51.9 　 △1,496

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　建物 　 4,120 　 　 4,465 　 　 344 　

　　　　減価償却累計額 　 1,804 2,316 　 1,883 2,582 　 78 265

　　２　構築物 　 1,767 　 　 1,797 　 　 29 　

　　　　減価償却累計額 　 1,311 456 　 1,278 518 　 △32 61

　　３　機械装置 　 8,382 　 　 8,649 　 　 267 　

　　　　減価償却累計額 　 6,204 2,177 　 6,059 2,590 　 △145 412

　　４　車輌運搬具 　 630 　 　 631 　 　 1 　

　　　　減価償却累計額 　 462 168 　 509 121 　 47 △46

　　５　工具器具備品 　 2,092 　 　 1,975 　 　 △117 　

　　　　減価償却累計額 　 1,743 348 　 1,676 298 　 △67 △49

　　６　土地 　 　 2,411 　 　 2,970 　 　 558

　　７　建設仮勘定 　 　 200 　 　 123 　 　 △76

　　　　有形固定資産合計 　 　 8,079 25.5 　 9,205 29.6 　 1,126
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前事業年度

(平成16年３月31日)

当事業年度

(平成17年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

　(2) 無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　借地権 　 　 4 　 　 4 　 　 ―

　　２　ソフトウェア 　 　 663 　 　 559 　 　 △103

　　３　電話加入権 　 　 19 　 　 19 　 　 ―

　　４　その他 　 　 3 　 　 2 　 　 △0

　　　　無形固定資産合計 　 　 690 2.2 　 586 1.9 　 △103

　(3) 投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　１　投資有価証券 　 　 3,757 　 　 4,159 　 　 401

　　２　関係会社株式 　 　 224 　 　 215 　 　 △8

　　３　関連会社出資金 　 　 33 　 　 38 　 　 5

　　４　長期貸付金 　 　 21 　 　 14 　 　 △6

　　５　従業員長期貸付金 　 　 59 　 　 44 　 　 △14

　　６　更生債権等 　 　 85 　 　 49 　 　 △36

　　７　長期前払費用 　 　 3 　 　 12 　 　 9

　　８　長期定期預金 　 　 500 　 　 ― 　 　 △500

　　９　生保払込金 　 　 345 　 　 358 　 　 12

　　10　その他 　 　 365 　 　 346 　 　 △19

　　11　貸倒引当金 　 　 △95 　 　 △57 　 　 38

　　　　投資その他の資産合計 　 　 5,302 16.7 　 5,182 16.6 　 △120

　　　固定資産合計 　 　 14,072 44.4 　 14,974 48.1 　 902

　　　資産合計 　 　 31,723 100.0 　 31,129 100.0 　 △594
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前事業年度

(平成16年３月31日)

当事業年度

(平成17年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 553 　 　 ― 　 　 △553

　２　買掛金 　 　 2,534 　 　 2,488 　 　 △45

　３　工事未払金 ※３ 　 575 　 　 454 　 　 △121

　４　短期借入金 ※４ 　 610 　 　 700 　 　 90

　５　一年以内返済予定の

　　　長期借入金
※１ 　 90 　 　 70 　 　 △20

　６　未払金 　 　 2,525 　 　 2,390 　 　 △134

　７　未払法人税等 　 　 150 　 　 76 　 　 △73

　８　未払費用 　 　 146 　 　 128 　 　 △17

　９　前受金 　 　 4 　 　 3 　 　 △0

　10　預り金 ※３ 　 ― 　 　 500 　 　 500

　11　未成工事受入金 　 　 1 　 　 13 　 　 12

　12　賞与引当金 　 　 380 　 　 310 　 　 △70

　13　設備関係等支払手形 　 　 46 　 　 ― 　 　 △46

　14　その他 　 　 20 　 　 335 　 　 315

　　　流動負債合計 　 　 7,637 24.1 　 7,472 24.0 　 △164

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期借入金 ※１ 　 130 　 　 60 　 　 △70

　２　退職給付引当金 　 　 1,581 　 　 1,616 　 　 35

　３　役員退職慰労引当金 　 　 125 　 　 120 　 　 △4

　４　繰延税金負債 　 　 280 　 　 425 　 　 145

　５　長期預り金 　 　 119 　 　 197 　 　 78

　　　固定負債合計 　 　 2,235 7.0 　 2,420 7.8 　 184

　　　負債合計 　 　 9,873 31.1 　 9,893 31.8 　 20
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前事業年度

(平成16年３月31日)

当事業年度

(平成17年３月31日)
比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 ※２ 　 2,919 9.2 　 2,919 9.3 　 ―

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 　 2,017 　 　 2,017 　 　 ―

　　　資本剰余金合計 　 　 2,017 6.4 　 2,017 6.5 　 ―

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 729 　 　 729 　 　 ―

　２　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　(1)固定資産圧縮

　　　　　 積立金
　 14 　 　 14 　 　 ― 　

　　　　(2)別途積立金 　 13,100 13,114 　 13,100 13,114 　 ― ―

　３　当期未処分利益 　 　 1,636 　 　 1,309 　 　 △326

　　　利益剰余金合計 　 　 15,480 48.8 　 15,153 48.7 　 △326

Ⅳ　その他有価証券評価差額金 　 　 1,456 4.6 　 1,553 5.0 　 96

Ⅴ　自己株式 ※５ 　 △23 △0.1 　 △408 △1.3 　 △385

　　　資本合計 　 　 21,850 68.9 　 21,235 68.2 　 △614

　　　負債及び資本合計 　 　 31,723 100.0 　 31,129 100.0 　 △594

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　

　

― 38 ―



② 損益計算書

　

　 　

前事業年度

(自　平成15年４月１日

　至　平成16年３月31日)

当事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

Ⅰ　売上高 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　製品売上高 　 14,236 　 　 11,692 　 　 △2,543 　

　２　商品売上高 　 4,823 　 　 4,023 　 　 △800 　

　３　完成工事高 　 2,948 　 　 2,335 　 　 △612 　

  ４　機材等賃貸売上高 　 ― 　 　 1,515 　 　 1,515 　

　　　売上高合計 　 　 22,007 100.0 　 19,567 100.0 　 △2,440

Ⅱ　売上原価 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(製品) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首棚卸高 　 250 　 　 261 　 　 10 　

　２　当期製造原価 　 8,717 　 　 7,516 　 　 △1,201 　

　３　当期製品運賃等 　 2,027 　 　 1,819 　 　 △207 　

　　　　合計 　 10,995 　 　 9,597 　 　 △1,398 　

　４　他勘定振替高 ※２ 16 　 　 28 　 　 12 　

　５　期末棚卸高 　 261 　 　 286 　 　 24 　

　　　製品売上原価 　 　 10,718 　 　 9,282 　 　 △1,435

　　(商品) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　期首棚卸高 　 144 　 　 133 　 　 △11 　

　２　当期仕入高 　 3,774 　 　 3,201 　 　 △572 　

　３　当期商品運賃等 　 74 　 　 53 　 　 △21 　

　　　　合計 　 3,993 　 　 3,388 　 　 △605 　

　４　期末棚卸高 　 133 　 　 116 　 　 △17 　

　　　商品売上原価 　 　 3,860 　 　 3,271 　 　 △588

　　(工事) 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　完成工事原価 　 　 2,470 　 　 1,918 　 　 △552

　　(機材等賃貸） 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　機材等賃貸売上原価 　 　 ― 　 　 829 　 　 829

　　　売上原価合計 　 　 17,049 77.5 　 15,302 78.2 　 △1,746

　　　売上総利益 　 　 4,958 22.5 　 4,264 21.8 　 △694

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※３ 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　広告宣伝費 　 63 　 　 46 　 　 △17 　

　２　貸倒引当金繰入額 　 2 　 　 17 　 　 14 　

　３　役員報酬 　 128 　 　 130 　 　 1 　

　４　従業員給料手当等 　 1,610 　 　 1,494 　 　 △115 　

　５　賞与引当金繰入額 　 277 　 　 255 　 　 △22 　

　６　法定福利費 　 282 　 　 261 　 　 △20 　

　７　福利厚生費 　 37 　 　 37 　 　 0 　

　８　退職給付費用 　 232 　 　 199 　 　 △33 　

　９　退職金 　 7 　 　 11 　 　 4 　

　10　役員退職慰労引当金

　　　繰入額
　 25 　 　 20 　 　 △4 　

　11　交際費 　 34 　 　 30 　 　 △3 　

　12　車輌交通出張旅費 　 270 　 　 243 　 　 △26 　

　13　通信費 　 131 　 　 121 　 　 △9 　

　14　用水光熱費 　 44 　 　 45 　 　 1 　

　15　事務消耗品費 　 93 　 　 88 　 　 △5 　
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前事業年度

(自　平成15年４月１日

　至　平成16年３月31日)

当事業年度

(自　平成16年４月１日

　至　平成17年３月31日)

比較増減

区分
注記

番号
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

百分比

(％)
金額(百万円)

　16　租税公課 　 73 　 　 88 　 　 15 　

　17　減価償却費 　 309 　 　 310 　 　 1 　

　18　研究開発費 　 415 　 　 315 　 　 △99 　

　19　修繕費 　 100 　 　 86 　 　 △14 　

　20　賃借料 　 295 　 　 270 　 　 △24 　

　21　支払手数料 　 116 　 　 117 　 　 0 　

　22　その他 　 290 4,842 22.0 223 4,415 22.6 △67 △426

　　　営業損失(△)

　　　又は営業利益
　 　 116 0.5 　 △151 △0.8 　 △267

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 17 　 　 11 　 　 △5 　

　２　受取配当金 　 37 　 　 45 　 　 7 　

　３　不動産賃貸収入 　 157 　 　 ― 　 　 △157 　

　４　企業立地促進助成金 　 34 　 　 17 　 　 △17 　

　５　雑収入 　 59 306 1.4 47 122 0.6 △10 △183

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 12 　 　 7 　 　 △4 　

　２　不動産賃貸費用 　 85 　 　 ― 　 　 △85 　

　３　雑損失 　 9 106 0.5 4 12 0.0 △4 △94

　　　経常損失(△)

　　　又は経常利益
　 　 315 1.4 　 △41 △0.2 　 △356

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産売却益 ※４ 34 　 　 204 　 　 170 　

　２　投資有価有価証券売却益 　 ― 　 　 288 　 　 288 　

　３　前期損益修正益 ※５ 4 38 0.2 0 493 2.5 △3 455

Ⅶ　特別損失 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　固定資産除却損 ※６ 21 　 　 110 　 　 89 　

　２　投資有価証券評価損 　 4 　 　 0 　 　 △4 　

　 ３　関係会社株式評価損 ※７ ― 　 　 8 　 　 8 　

　４　貸倒引当金繰入額 　 6 　 　 21 　 　 14 　

　５　ゴルフ会員権評価損 　 1 　 　 0 　 　 △0 　

　６　特別退職加算金 　 ― 　 　 13 　 　 13 　

　７　前期損益修正損 ※８ 15 49 0.2 5 160 0.8 △9 110

　　　税引前当期純利益 　 　 304 1.4 　 292 1.5 　 △11

　　　法人税、住民税及び

　　　事業税
　 175 　 　 90 　 　 △85 　

　　　法人税等調整額 　 17 192 0.9 124 214 1.1 106 21

　　　当期純利益 　 　 111 0.5 　 78 0.4 　 △33

　　　前期繰越利益 　 　 1,524 　 　 1,231 　 　 △292

　　　当期未処分利益 　 　 1,636 　 　 1,309 　 　 △326
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③ 利益処分計算書(案)

　

　 　
前事業年度

(平成16年３月期)
当事業年度

(平成17年３月期)
比較増減

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　当期未処分利益 　 　 1,636 　 1,309 　 △326

Ⅱ　利益処分額 　 　 　 　 　 　 　

　１　株主配当金 　 379 　 305 　 73 　

　２　役員賞与金
　　　(うち監査役分)

　
25

  (1)
　

 ―
(―)

　
△25

（△1)
　

　３　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　固定資産圧縮積立金 　 ― 404 96 402 96 △2

Ⅲ　次期繰越利益 　 　 1,231 　 907 　 △323
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重要な会計方針

　

項目
前事業年度

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１　有価証券の評価基準およ

び評価方法

(1) 子会社株式

　移動平均法に基づく原価法

(2) その他有価証券

　時価のあるもの

　 期末日の市場価格等に基づく時価法

(時価差額は全部資本直入法により処

 理し、売却原価は移動平均法に基づ

 き算定 )

　時価のないもの

　移動平均法に基づく原価法

(1) 子会社株式

　　　同　左

(2) その他有価証券

同　左

２　デリバティブの評価基準

および評価方法

―――――――――――
　　　　

　時価法

３　たな卸資産の評価基準お

よび評価方法

製品および商品

　先入先出法に基づく原価法

製品および商品

　同　左

　 原材料

　総平均法に基づく原価法

原材料

　同　左

　 未成工事支出金

　個別法に基づく原価法

未成工事支出金

　同　左

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得

した建物(建物附属設備を除く)につい

ては定額法によっております。

また、取得価額10万円以上20万円未

満の少額資産については、３年均等償

却によっております。

なお、耐用年数および残存価額につ

いては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

有形固定資産

　　同　左

　 無形固定資産

定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期間

(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

無形固定資産

　　同　左

　 長期前払費用

均等償却によっております。

長期前払費用

　　同　左
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項目
前事業年度

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

５　引当金の計上基準

　

貸倒引当金

　売掛債権等の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率による計算額を、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

貸倒引当金

　同　左

　 賞与引当金

　従業員賞与の支給に備えるため、翌

期支給見込額のうち当期に負担すべ

き額を計上しております。

賞与引当金

　同　左

　 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務および年

金資産の見込額に基づき計上してお

ります。

　なお、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生年度から費用処理しており

ます。

退職給付引当金

　従業員および執行役員の退職給付に

備えるため、従業員部分については

当期末における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　なお、数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(15年)に

よる定額法により按分した額をそれ

ぞれ発生年度から費用処理しており

ます。

また、執行役員部分については、内

規に基づく必要額を計上しておりま

す。

　 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、発生基準を適用し内規に基づく

必要額を計上しております。

役員退職慰労引当金

　同　左

６　収益の計上基準

　

売上高の完成工事は工事完成基準によ

っております。

　同　左

７　リース取引の処理方法

　

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

　同　左

８　ヘッジ会計の方法 ―――――――――――  ① ヘッジ会計の方法
　　繰延ヘッジ処理によっております。
 ② ヘッジ手段とヘッジ対象
　　ヘッジ手段：原油スワップ
　　ヘッジ対象：ストレートアスファル
　　　　　　　　ト購入取引
 ③ ヘッジ方針
　　通常の営業過程におけるストレート　
　　アスファルト購入価額の相場変動リ
　　スクを実需の範囲内でヘッジしてお
　　ります。
 ④ ヘッジの有効性の評価方法
　　ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段　
    の相場変動を比較し、変動額を基礎
    にして、ヘッジの有効性を評価して
    おります。　　

９　その他財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事
項

消費税および地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

消費税および地方消費税の会計処理

　同　左
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(会計処理の変更)

　
前事業年度

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

───────── 従来、不動産賃貸に係る収入および費用は、営業外収

益の「不動産賃貸収入」および営業外費用の「不動産

賃貸費用」に区分して計上しておりましたが、当事業

年度より売上高の「機材等賃貸売上高」および売上原

価の「機材等賃貸売上原価」に区分して計上する方法

に変更いたしました。この変更は、金額的な重要性が

高まり今後も継続的に当該事業の収益計上が見込まれ

ることから損益区分の算定をより適正にするためのも

のであります。この結果、従来の方法によった場合に

比べて当事業年度の売上高は199百万円、売上原価は99

百万円それぞれ増加し、売上総利益は100百万円増加、

また、営業損失は同額減少しましたが経常損失および

税引前当期純利益に与える影響はありません。

この変更に伴い、従来、「製品売上高」および「製品

売上原価」に含めて計上していた営業機材の貸与に関

する収入を「機材等賃貸売上高」(当事業年度1,515百

万円)およびこれに対応する費用を「機材等賃貸売上原

価」(当事業年度829百万円)として区分掲記するととも

に上記不動産賃貸に関する損益をこれらに含めて記載

しております。

─────────

　
(固定資産の減損に係る会計基準）

当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年8月9日))および「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

委員会　平成15年10月31日　企業会計基準適用指針第

6号)を適用しております。これによる当事業年度の税

引前当期純利益に与える影響はありません。
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(表示方法の変更)

　
前事業年度

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

（貸借対照表関係）

――――――――

（貸借対照表関係）

「預り金」を前事業年度は流動負債の「その他」に含

めて表示していましたが、当事業年度においてグルー

プ資金の効率的運用を目的にキャッシュマネージメン

トシステムを導入したことにより、負債及び資本の合

計額の100分の1を超えるため区分掲記いたしました。

前事業年度の「預り金」の金額は19百万円であります。

　

（損益計算書関係）

会計システムの変更に伴う科目の統合により、当事業

年度より、旅費交通費および車輌費を車輌交通出張旅

費に、事務費および消耗品費を事務消耗品費と掲記し

ております。

（損益計算書関係）

　　　　　　　　――――――――

　

　

(追加情報)

　

前事業年度
(自　平成15年４月１日
  至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
  至　平成17年３月31日)

――――――――――
　

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律

第9号)が平成15年3月31日に公布され、平成16年4月1日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入

されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(企業会計基準委員会 平成16年2月

13日 実務対応報告第12号)に従い法人事業税の付加価

値割および資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて販売費及

び一般管理費が18百万円増加し、営業損失、経常損失

が同額増加、税引前当期純利益が、同額減少しており

ます。
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注記事項

(貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成16年３月31日)
当事業年度

(平成17年３月31日)

※１　担保に供している有形固定資産並びに担保付債務

は次のとおりであります。

　　　　(担保資産)

建物 62百万円 （55百万円）

構築物 7百万円 （7百万円）

機械装置 8百万円 （8百万円）

工具器具備品 0百万円 （0百万円）

土地 490百万円 （472百万円）

計 569百万円 （543百万円）

　　　　(担保付債務)

短期借入金
(１年以内返済
予定長期借入金)

　
90百万円

　
（90百万円）

長期借入金 130百万円 （130百万円）

合計 220百万円 （220百万円）

　　　上記のうち（　）は内書であり工場財団抵当なら
びに当該債務を示しております。　

※１　担保に供している有形固定資産は次のとおりであ

ります。

　

建物 6百万円

土地 18百万円

計 25百万円

　

※２　会社が発行する株式　　普通株式　90,000,000株

　　　発行済株式総数　　　　普通株式　31,685,955株

※２　会社が発行する株式　　普通株式　90,000,000株

　　　発行済株式総数　　　　普通株式　31,685,955株

※３　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 547百万円

売掛金 2,767百万円

短期貸付金 594百万円

工事未払金 385百万円

　

※３　関係会社に係る注記

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対するものは次のとおりであります。

受取手形 698百万円

売掛金 1,900百万円

短期貸付金 599百万円

工事未払金 302百万円

預り金 479百万円
　

　４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と当座貸越契約を締結しております。これら

契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

当座貸越極度額 200百万円

借入実行残高 ―百万円

差引額 200百万円

※４　当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行と当座貸越契約および貸出コミットメント契

約を締結しております。これら契約に基づく当事

業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額
及び貸出コミッ
トメント限度額

1,750百万円

借入実行残高 700百万円

差引額 1,050百万円

※５　自己株式の保有数   普通株式　 　   67,720株 ※５　自己株式の保有数   普通株式 　　1,121,841株

　６　(配当制限)

商法施行規則第124条第3号の規定する金額は1,456

百万円であります。

　６　(配当制限)

商法施行規則第124条第3号の規定する金額は1,553

百万円であります。
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(損益計算書関係)

　
前事業年度

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

売上高 4,625百万円

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、

次のとおりであります。

売上高 4,316百万円

※２　他勘定振替高は工事等に使用した材料費でありま

す。

　 16百万円

※２　他勘定振替高は試験舗装およびサンプル等に使用

した材料費であります。

　 28百万円

※３　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費の総額

一般管理費 415百万円
　

※３　一般管理費および当期製造費用に含まれる研究開

発費の総額

一般管理費 315百万円
　

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置 0百万円

車輌運搬具 0百万円

土地 32百万円

計 34百万円

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械設備 1百万円

土地 203百万円

計 204百万円

※５　前期損益修正益の内訳は次のとおりであります。

前期完成工事原価減額 0百万円

その他 3百万円

計 4百万円

※５　前期損益修正益の内訳は次のとおりであります。

前期完成工事原価減額 0百万円

その他 0百万円

計 0百万円

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物・構築物 1百万円

機械装置 1百万円

車輌運搬具 1百万円

工具器具備品 14百万円

その他 1百万円

計 21百万円

※６　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

建物・構築物 17百万円

機械装置 48百万円

工具器具備品 13百万円

解体費用 27百万円

その他 4百万円

計 110百万円

　７　　　　　　　　―――――――― ※７　関係会社株式評価損は関係会社株式の実質価格が

著しく低下したことによるものであります。

8百万円

※８　前期損益修正損の内訳は次のとおりであります。

前期完成工事高減額 0百万円

前期原価修正損 10百万円

その他 4百万円

計 15百万円

※８　前期損益修正損の内訳は次のとおりであります。

前期完成工事高減額 1百万円

前期原価修正損 3百万円

その他 0百万円

計 5百万円
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(リース取引関係)

　
前事業年度

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　 　
車輌
運搬具

工具器具
備品等

ソフト
ウエア

　 計

取得価額
相当額

　 6 161 37　 205 百万円

減価償却
累計額
相当額

　 3 92 19　 115 百万円

期末残高
相当額

　 2 69 18　 90 百万円

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額

　 　
車輌
運搬具

工具器具
備品等

ソフト
ウエア

　 計

取得価額
相当額

　 98 138 37　 275百万円

減価償却
累計額
相当額

　 47 101 26　 175百万円

期末残高
相当額

　 51 37 10　 99百万円

　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。

　　同　左

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 44百万円

１年超 45百万円

合計 90百万円

②　未経過リース料期末残高相当額

１年内 49百万円

１年超 49百万円

合計 99百万円

　　なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。

　　同　左

③　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 50百万円

減価償却費相当額 50百万円

③　支払リース料および減価償却費相当額

支払リース料 73百万円

減価償却費相当額 73百万円

④　減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法

　　同　左

　

　

　

(有価証券関係)

前事業年度(平成16年３月31日)および

当事業年度(平成17年３月31日)

子会社株式で時価のあるものはありません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成16年３月31日)
当事業年度

(平成17年３月31日)

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　繰延税金資産 　

　　退職給付引当金損金
　　算入限度超過額

643百万円

　　賞与引当金繰入額　　 154百万円

　　役員退職慰労引当金否認額 51百万円

　　貸倒引当金損金算入
　　限度超過額

28百万円

　　その他 61百万円

　繰延税金資産合計 939百万円

　繰延税金負債 　

　　固定資産圧縮積立金 △9百万円

　　その他有価証券評価差額金 △999百万円

　繰延税金負債合計 △1,009百万円

　繰延税金資産の純額 △69百万円

　
　

１　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳

　繰延税金資産 　

　　退職給付引当金損金
　　算入限度超過額

657百万円

　　賞与引当金繰入額　　 126百万円

　　役員退職慰労引当金否認額 49百万円

　　貸倒引当金損金算入
　　限度超過額

25百万円

　　その他 60百万円

　繰延税金資産小計 919百万円

    評価性引当額 △38百万円

　繰延税金資産合計 881百万円

　繰延税金負債 　

　　固定資産圧縮積立金 △75百万円

　　その他有価証券評価差額金 △1,065百万円

　繰延税金負債合計 △1,141百万円

　繰延税金資産の純額 △260百万円

　

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

　法定実効税率 42.1％

　住民税均等割等 17.3％

　交際費等永久に損金に算入されない項目 5.7％

　その他 △1.7％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 63.4％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　

　法定実効税率 40.7％

　住民税均等割等 17.5％

  評価性引当額の純増額  11.8％

　交際費等永久に損金に算入されない項目 4.6％

　その他 △1.4％

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 73.2％
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(１株当たり情報)

　

項目
前事業年度

(自　平成15年４月１日
至　平成16年３月31日)

当事業年度
(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

１株当たり純資産額 691.06円 694.79円

１株当たり当期純利益 2.73円 2.50円

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益については、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。
　

　

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の
当期純利益 111百万円

普通株式に係る
当期純利益 86百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

利益処分による
役員賞与金

25百万円

普通株式の期中平均株式数 31,626,122株

１株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の
当期純利益 78百万円

普通株式に係る
当期純利益 78百万円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

   該当事項はありません。
　

普通株式の期中平均株式数 31,309,363株

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

(継続企業の前提)

該当事項はありません。
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7. 役員の異動

５月２０日開催の取締役会において、次のとおり役員の異動につき内定いたしました。

なお、取締役の異動につきましては６月２９日開催の定時株主総会において、また役員の異動ならびに委

嘱業務につきましては、同株主総会後の取締役会においてそれぞれ正式に決定される予定であります。

 昇格予定取締役(平成１７年６月２９日付）      

          専務取締役 研究開発センター長　

        　池　田 　忠　昭      （現　常務取締役 研究開発センター長）

          専務取締役 事業統括本部長 兼 社長室長

          辻 　 　雅 　宏      （現　常務取締役 事業統括本部長 兼 社長室長）  
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